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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年３月期において、当社退職給付債務額の計算に使用した基礎データに錯誤が判明したため、過年度に遡及

して調査いたしました。その結果、平成17年６月30日に提出いたしました第54期 (自 平成16年４月１日 至 平成

17年３月31日) 有価証券報告書の退職給付に関連する記載事項を訂正することとなりました。これを訂正するため当

該有価証券報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第５ 経理の状況 

  １ 連結財務諸表等 

   (1) 連結財務諸表 

     注記事項 

      (退職給付関係) 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

 



第一部 【企業情報】 
第５ 【経理の状況】 
１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

  注記事項 

   (退職給付関係)  

(訂正前) 

当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

提出会社菊水電子工業㈱は、適格退職年金制度を採用しております。 
また、連結子会社フジテック㈱は、平成２年12月から従業員非拠出の適格退職年金制度を採用しておりましたが、加

入者数の減少に伴い、平成12年12月に適格退職年金制度から退職一時金制度に移行し、その一部について中小企業退職
金共済制度(中退共)を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

(注) 連結子会社フジテック㈱は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

(注) 簡便法を採用している連結子会社フジテック㈱の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  

  

  

  

  
  

 

イ 退職給付債務 △1,221,326千円

ロ 年金資産 919,661千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △301,665千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―千円

ホ 未認識過去勤務債務 22,930千円

ヘ 未認識数理計算上の差異 73,733千円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △205,001千円

チ 前払年金費用 ―千円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △205,001千円

イ 勤務費用 69,770千円

ロ 利息費用 27,572千円

ハ 期待運用収益 △4,037千円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 7,643千円

ヘ 数理計算上の差異の費用処理額 29,184千円

ト その他 2,254千円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 132,386千円

  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年
 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、費用処理しており
ます。) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年
 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、翌連結会計年度か
ら費用処理しております。) 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ―



(訂正後) 

当連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。ま
た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

提出会社菊水電子工業㈱は、適格退職年金制度を採用しております。 
また、連結子会社フジテック㈱は、平成２年12月から従業員非拠出の適格退職年金制度を採用しておりましたが、加

入者数の減少に伴い、平成12年12月に適格退職年金制度から退職一時金制度に移行し、その一部について中小企業退職
金共済制度(中退共)を採用しております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 
  

(注) 連結子会社フジテック㈱は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

(注) 簡便法を採用している連結子会社フジテック㈱の退職給付費用は「イ 勤務費用」に計上しております。 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

  

  

  

  

  

  

イ 退職給付債務 △1,314,653千円

ロ 年金資産 919,661千円

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △394,992千円

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―千円

ホ 未認識過去勤務債務 22,930千円

ヘ 未認識数理計算上の差異 167,060千円

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △205,001千円

チ 前払年金費用 ―千円

リ 退職給付引当金(ト－チ) △205,001千円

イ 勤務費用 69,770千円

ロ 利息費用 27,572千円

ハ 期待運用収益 △4,037千円

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―千円

ホ 過去勤務債務の費用処理額 7,643千円

ヘ 数理計算上の差異の費用処理額 29,184千円

ト その他 2,254千円

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 132,386千円

  

イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.5％

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 ５年
 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、費用処理しており
ます。) 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 ５年
 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による定額法により、翌連結会計年度か
ら費用処理しております。) 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 ―
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